
豊田市成長投資促進規則（案） 

 

（目的） 

第１条 この規則は、豊田市成長投資促進条例（令和６年条例第●号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

２ 条例及びこの規則における対象事業の着手とは、次の各号に掲げる奨励金の区分に応

じ、当該各号に定めるものとする。 

（１）成長産業立地奨励金 新設等に係る工事等の着手 

（２）設備投資奨励金 対象資産に係る最初の発注 

３ 条例及びこの規則における対象事業の完了とは、次の各号に掲げる奨励金の区分に応

じ、当該各号に定めるものとする。 

（１）成長産業立地奨励金 新設等に係る全ての対象資産を取得し、かつ、新設等に伴い

取得した土地及び家屋に係る支払の完了 

（２）設備投資奨励金 新設等に係る全ての対象資産の取得 

 （条例第２条第１１号の規則で定める分野） 

第３条 条例第２条第１１号で定める分野は、次世代自動車関連分野（自動車関連を含む。）、

航空宇宙関連分野、環境・新エネルギー関連分野、健康長寿関連分野、情報通信関連分

野及びロボット関連分野のうち、市場規模が直近２年で２５パーセント以上拡大してい

ると認められるものその他市長が認める分野とする。 

（条例第２条第１３号の規則で定める地区） 

第４条 条例第２条第１３号の規則で定める地区は、豊田市まちづくり基本条例（平成１

７年条例第９２号）第２３条第１項に規定する総合計画において産業誘導エリアに位置

付けられている地区とする。 

（条例第２条第１４号の規則で定める地域） 

第５条 条例第２条第１４号の規則で定める地域は、都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）第４条第２項に規定する都市計画区域以外の地域のうち、前条で定める地区を除

く地域とする。 



 （条例第４条第１項第１号エの規則で定める額） 

第６条 条例第４条第１項第１号エの規則で定める額は、中小企業にあっては２，０００

万円、大企業にあっては２５億円とする。 

（条例第４条第１項第１号カ及び第２号オの規則で定める日） 

第７条 条例第４条第１項第１号カ及び第２号オの規則で定める日は、対象事業に着手し

た日前５年（既存の事業所が設備投資奨励金又は旧条例第３条第１号イに掲げる奨励金

の交付を受けた事業所であり、かつ、設備投資に係る償却資産の取得額の合計が１億円

以下であった場合は、１年）に当たる日とする。 

（条例第４条第１項第１号キの規則で定める事業） 

第８条 条例第４条第１項第１号キの規則で定める事業は、愛知県新あいち創造産業立地

補助金Ｂタイプ（高付加価値の成長分野に限る。）の認定を受けた事業とする。 

（条例第４条第１項第２号アの規則で定める事業） 

第９条 条例第４条第１項第２号アの規則で定める事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

（１）閉鎖された施設内で、太陽光を利用せず、光、温度その他の生育環境を高度に制御

して、野菜又は果物を計画的かつ安定的に生産する事業 

（２）標準産業分類に掲げる大分類Ｌー学術研究、専門・技術サービス業に属する事業の

うち、製品の製造に係る研究、開発、試験等を行う事業 

（３）標準産業分類に掲げる大分類Ｇー情報通信業に属する事業のうち、製品の製造に係

る研究、開発、試験等を行う事業 

（４）製品の企画又は設計に関連する知的財産の所有権を有する事業者が、製品の製造に

係る研究、開発、試験等を行う事業 

 （条例第４条第１項第２号ウの規則で定める額） 

第１０条 条例第４条第１項第２号ウの規則で定める額は、中小企業にあっては１，００

０万円、大企業にあっては３億円とする。 

 （条例第８条第１項の規則で定める日） 

第１１条 条例第８条第１項の規則で定める日は、次の各号に掲げる奨励金の区分に応じ、

当該各号で定める日とする。 

（１）成長産業立地奨励金 新設等に係る工事等に着手する日前３０日に当たる日 

（２）設備投資奨励金 対象資産に係る最初の発注をする日前３０日に当たる日 



 （指定の申請） 

第１２条 条例第８条第１項及び第２項の申請（以下「指定の申請」という。）は、奨励

事業者指定申請書（様式第１号）により行うものとする。 

（指定の通知等） 

第１３条 市長は、条例第８条第３項の指定の可否を決定したときは、奨励事業者指定可

否決定通知書（様式第２号）により、指定の申請をした者にその旨を通知するものとす

る。 

 （条例第１１条第１項の規則で定める日） 

第１４条 条例第１１条第１項の規則で定める日は、次の各号に掲げる奨励金の区分に応

じ、当該各号に定める日とする。 

（１）成長産業立地奨励金 新設等に伴い取得した全ての償却資産に係る固定資産税の申

告をした日又は土地及び家屋に係る支払が完了した日のいずれか遅い日の翌日から起

算して６月目に当たる日 

（２）設備投資奨励金 新設等に伴い取得した全ての償却資産に係る固定資産税の申告を

した日の翌日から起算して６月目に当たる日 

（奨励金の交付申請） 

第１５条 条例第１１条第１項の交付の申請（以下「交付の申請」という。）は、第１７

条第３号の事業完了届の提出後に奨励金交付申請書（様式第３号）により行わなければ

ならない。 

（奨励金の交付決定） 

第１６条 市長は、条例第１１条第２項の決定をしたときは、奨励金交付決定兼確定通知

書（様式第４号）により、交付の申請をした者にその旨を通知するものとする。 

（届出等） 

第１７条 条例第１３条第１項の届出は、次の各号に掲げる事項の区分に応じ、当該各号

に定める様式により行うものとする。 

（１）条例第１３条第１項第１号及び第２項に規定する事項 事業着手届（様式第５号） 

（２）条例第１３条第１項第２号及び第２項に規定する事項 事業計画変更届（様式第６

号） 

（３）条例第１３条第１項第３号に規定する事項 事業完了届（様式第７号） 



（４）条例第１３条第１項第４号及び第５号に規定する事項 財産処分届（様式第８号） 

（奨励措置の取消し等） 

第１８条 条例第１４条の指定若しくは奨励金の交付の決定の取消し又は奨励金の交付の

停止をしたときは、奨励事業者指定取消し等通知書（様式第９号）により通知するもの

とする。 

２ 条例第１４条第１項の規定による奨励金の返還の命令は、奨励金返還命令書（様式第

１０号）により行うものとする。 

（審査会の会長等） 

第１９条 条例第８条第４項の審査会に会長及び副会長（以下「会長等」という。）を置

く。 

２ 会長等は、委員の互選により決定する。 

３ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を行う。 

（審査会の会議） 

第２０条 審査会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長に

なる。 

２ 審査会の会議は、過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 前３項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮っ

て定める。 

（会議の特例） 

第２１条 会長は、緊急を要する場合その他やむを得ない理由のある場合は、委員に書面

を送付し、又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下同じ。）を送信し、その意見を徴し、又は賛否を問い、その結果

をもって会議の議決に代えることができる。 

２ 前条の規定は、前項の規定による書面又は電磁的記録による審議について準用する。

この場合において、同条第２項中「会議」とあるのは「会議における審議」と、「の出



席がなければ開くことができない」とあるのは「から書面又は電磁的記録により回答が

なければ成立しない」と、同条第３項中「出席委員」とあるのは「書面又は電磁的記録

により回答のあった委員」と読み替えるものとする。 

（審査会の庶務） 

第２２条 審査会の庶務は、産業部産業労働課において処理する。 

（奨励事業者の地位の承継） 

第２３条 条例第１７条の承認を受けようとする者は、奨励事業者承継承認申請書（様式

第１１号）により、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、条例第１７条の承認をしたときは、奨励事業者承継承認通知書（様式第１２

号）により、前項の規定による申請をした者にその旨を通知するものとする。 

（立入検査等を行う職員の証明書の様式） 

第２４条 条例第１８条第２項に規定する職員の身分を示す証明書は、身分証明書（様式

第１３号）とする。 

（委任） 

第２５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（この規則の失効） 

２ この規則は、令和１７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同規則の失効前

に条例第８条第１項の指定を受けた奨励事業者に対する当該指定に係る奨励措置につい

ては、なお従前の例による。 

 


